
平歳15年の改正労働基準法に基づき勧定されたr有期労働契約の締臥

更新及び雇止めに廟する基準Jにより,使用者は,有期労働契約の締結に際

し更新ゐ有無を明示しなければならず,更薪する場合があると明示したとき

はその判断の基準を明示しなければならないこと.一定の有期労廟契,%を更

新しなも傷合にはp-,契約期間蘭了日の30日前までにその予告をしなければ

ならないこと等が定められているoそこでl労働契約法制の観点からもこの

ような更新の可能性の有無や更新の基準の明示の手続を法律上必要とする

こと七し.使用者がこれを履行したことを雇止めの有効性の判断に当たって

の考慮要素とすろことが適当であるoこの基準に定める手続を草めることに

よって,労働者が更薪の可能性を予測しやすくなり,.判例法琴が働くトラブ

ルが少なくなり,より安定的に有期労働契約が利用されることにつながるこ
とが期待されるo

これについては,使用者が手続を踏みさえすれば雇止めを有効とすること

につながりト現在の判例法理よりも労働者に不利になるのではないかとの敵

念がある..しかしながら,上記の手続を踏むことは雇止めの有効性の判断に

おいて軍要な考慮要索とはなるが,雇用継続-の琴待が合理的といえるかに
っいてはその他の事情も総合的に考慮して判断されることになるので,単に

事続を踏め.ば雇止めが有効となるも-のではない.雇止めの判例法理は労働者

が有する契約の貫新に対する期待を保護するもゐであるから,現在でも手疲

の在り方は雇止めの有効性の判断において考慮要素とされるものであり,使

用者の手続履行を労働契.約飴御上求.めることは現在の判例浜理を変更する

ものではなくl現在よりも労働者が不利になるものではないo契細締結時に

更新がないことが明示されていれば,原則として労働者にも吏新に対する期

待が生じないと考えられるなど,使用者の手続履行を求めることは判例法理

の具体的な判断を明確化して予測可能性を高めるものと考えられるD

上記のように労働契約法制の観点からもr有琴労働契約の締臥更新及び
雇止めに関する基準J-に定める手続を必要とした場合l契約を更新すること

があり得る旨が明示されていた場合には1人種,国籍,信条1性別等を理由

とする差別的な雇止めや,有期契約労働者が年準有給休暇を取得するなどの

正学な庵利を行使したことを理由とする雇止めほできなblこととすること
が適当であるD

これについてはl有期契約労働者は期間の満了に伴い当然にその地位を失

うものセあるのに,例えば正当な権利を行使したことを理由とする雇止めは

できないとすることはt,労働契約の締結く更ヨ刑を強制することにな.りl嘩

用者の採用の自由を侵害すろのではないかとの指掃があり得る.
しかし1労働者に与えられた正当な権利は,それが行使できるよう保障さ
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